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１ 事業の概要 
「ひょうご保育料軽減事業」は、子育てにかかる経済的負担感の軽減を図るため、保護者が

負担する保育料の一部を兵庫県が補助する制度です。 
この事業を利用して保護者の保育料を軽減した保育施設に対して、県が補助を行います。 

 
 (1) 対象施設 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 6 条の 3 第 12 項に規定する業務を目的とす

る施設であって、同法第 35 条第 4 項の認可を受けていない施設のうち、県、政令市及び中

核市に同法第 59 条の 2 に基づく届出を行っている施設。 
   ※企業主導型保育施設も対象になります。 
   ※子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 43 条第 1 項の確認を受けた施設を

除きます。 
 
 (2) 補助対象期間 
    令和６年４月から令和７年３月までの間で対象施設を利用した期間 
 
 (3) 補助方法 
    対象施設が保護者から徴収する保育料を軽減する場合、対象施設に対してその軽減額を

県が補助します。 
 
 
 
 
 
 (４) 対象者 
   ア 対象となる子ども 
     兵庫県内に居住し、(1)の対象施設を、(2)の対象期間に利用する（利用した）子どもで、

令和６年４月１日時点で２歳以下（令和３年４月２日以降の生まれ）の子ども 
    【対象外の子ども】 
    ・ 住民税非課税世帯の子ども（幼児教育・保育無償化の対象のため） 
      ※令和 6 年 10 月以降に無償化対象外となった施設を利用している住民税非課税世

帯の０～２歳児は、令和 6 年 10 月以降利用分は対象 
    ・ 一時的に対象施設を利用する場合や、認可保育所等と併用している場合 
    ・ 県外からの通園児（兵庫県内に居住していない子ども） 
 
  無償化対象施設について 

令和 6 年 10 月以降、認可外保育施設（企業主導型保育事業を除く）が、幼児教育・保育の無償化対

象施設となるためには、 

①国が定める基準を満たし、「指導監督基準を満たす旨の証明書」の交付を受け 

②所在する市町から、「無償化対象施設であることの確認」を受ける必要があります。 
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     イ 世帯の所得要件 
     保護者の市民税または町民税所得割額を合算した額が、次の表の額未満の世帯が対象

です。 
     なお、住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）、寄附金税額控除（ふるさと納税）など

の税額控除を受けている場合は、「所得割額＋税額控除額（調整控除、定額減税は除く）」

により算出した額で判定します。 
対象施設を利用 
している子ども 右記以外の世帯 ひとり親世帯、在宅障害 

児(者)のいる世帯 

第１子 57,700 円未満 77,101 円未満 

第２子以降 155,500 円未満 169,000 円未満 

    ※ 令和６年４月～８月利用分は令和５年度、令和６年９月～令和７年３月利用分は令和６

年度の所得割額で判定します。 
    ※ 令和５年度の世帯合計の市町民税所得割額が上記の額を超えている、または非課税

の場合、令和６年４月～８月利用分は対象外になります。 
       同様に、令和６年度の世帯合計の市町民税所得割額が上記の額を超えている、また

は非課税の場合、令和６年９月～令和７年３月利用分は対象外です。（非課税世帯で

令和 6 年 10 月以降に無償化対象外となった施設を利用している場合は対象） 

    ＜利用月数と所得制限の対応期間＞ 
利用月 R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 

所得制限 Ｒ５年度 市民税・町民税所得割額 
（Ｒ４年の所得に課税された住民税） 

Ｒ６年度 市町民税・町民税所得割額 
（Ｒ５年の所得に課税された住民税） 

    ＜第１子・第２子…の数え方＞ 
「子ども」とは、保護者と生計を一にする子ども（①保護者に監護される者（未成年）、

②保護者に監護されていた者（①が成年に達した場合）、③保護者またはその配偶者

の直系卑属（①②を除く）です。年長の子どもから順に、第１子、第２子…と数えます。 
 

【例】 
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 (５) 保育料軽減可能額（保護者への補助額） 
     １月あたりの保育料軽減可能額 × 在園月数 
  
   ア 保育料の範囲 

保育料は、原則、月単位で定められたものとします。一時的に徴収される経費は対象外

です。 
【対象外の例】 
・ 入園料、施設費など、入園時に一括して求めている負担金 
・ 延長保育、一時保育料等、通常の保育以外の施設利用料 
・ 子育て応援事業の利用料など、在園児以外を対象とした事業の利用料 
・ 寄附金、協力金など保護者の任意によるもの 
・ 行事等の臨時的な納付金 

 
  イ １月あたりの保育料軽減可能額の算定方法 

下記の①～③を比較し、最も低い額を１月あたりの保育料軽減可能額とします。 
①月額保育料－5,000 円 
②補助上限額（第１子：10,000 円、第２子以降：15,000 円） 
③月額保育料×1／2 

※ 計算の結果、１月あたりの軽減可能額に 100 円未満の端数が出た場合は、端数を切

り捨てます。 
※ 月額保育料が 5,000 円以下の場合は対象外です。 

 
   ウ 在園月数 

令和６年４月から令和７年３月までの間に、(1)の対象施設に在園する期間が補助対象

です。なお、年度途中の入園の場合は保育料の徴収開始月から、途中退園の場合は退園

する月までが対象になります。 
 

   【保育料軽減可能額の算定例】 

例１： 第３子、 ４月入園（退園予定無し）、月額保育料 24,000 円  

<算定> 
①月額保育料－5,000 円  … 19,000 円 
②補助基準額         … 15,000 円（第３子） 
③月額保育料×1/2      … 12,000 円 

⇒ ①～③を比較し、最も低い③12,000 円が１月あたりの軽減可能額 

⇒ 12,000 円×１２か月（在園予定月数）＝144,000 円 
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例２： 第１子、 ７月中旬に入園（退園予定無し）、 
月額保育料 24,000 円、７月は日割りで 8,000 円  

<算定> 
 ７月の保育料 

①月額保育料－5,000 円  …  3,000 円 
②補助基準額         … 10,000 円（第１子） 
③月額保育料×1/2      …  4,000 円 
⇒ ①～③を比較し、最も低い①3,000 円が７月分の軽減可能額 

８月以降の保育料 
①月額保育料－5,000 円 … 19,000 円 
②補助基準額         … 10,000 円（第１子） 
③月額保育料×1/2      … 12,000 円 
⇒ ①～③を比較し、最も低い②10,000 円が８月以降の１月あたりの軽減可能額 

⇒ （７月）3,000 円＋（８～３月）10,000 円×8 か月（在園予定月数）＝83,000 円 
 
 
   エ 保育料を日額または時間単位等で定めている場合の取り扱い 

原則は、月額の保育料を対象にしていますが、長期間の利用契約を結んでいる、保護

者の出勤日に必ず利用しているなど、継続的に利用されていると認められる場合は、対象

になります。 
なお、一時的な利用や、他の保育所等と併用し、土日や夜間のみ利用しているような場

合は対象になりません。 
    ＜計算方法> 

利用実績のうち、最も低い保育料から１月あたりの軽減可能額を算出し、それに在園

月数をかけた額を年間の軽減可能額とします。 
 

   【保育料軽減可能額の算定例】 

例３： 第２子、 ４月入園（退園予定無し）、保育料１,000 円／日 

 
月 保育料(円)  

4 月 16,000  
交付申請 

４～１０月の実績のうち 
もっとも低い保育料は 8 月：15,000 円 
<算定>①10,000 円 ②15,000 円 ③7,500 円 
 ⇒最も低い③7,500 円が軽減可能額 
⇒7,500 円×12 か月（在園予定月数）＝90,000 円 

5 月 16,000  
6 月 17,000  
7 月 16,000  
8 月 15,000  
9 月 16,000  
10 月 16,000  
11 月 16,000   実績報告（最も低い保育料が変わったときは減額） 

  ４～３月の実績のうち 
  もっとも低い保育料は２月：14,000 円  

<算定>①9,000 円 ②15,000 円 ③7,000 円 
 ⇒最も低い③7,000 円が軽減可能額 

 ⇒7,000 円×12 か月（在園予定月数）＝84,000 円 

12 月 16,000  
1 月 15,000  
2 月 14,000  
3 月 17,000  
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例４： ４月中旬入園（退園予定無し）、保育料１,000 円／日 

⇒ 月途中の入園のため、入園月が他の月より保育料が低い場合は、入園月とその

他の月を分けて算出します。 
 

月 保育料(円)  
4 月  8,000  

交付申請 
・４月：8,000 円 ⇒軽減可能額 3,000 円×1 か月 
・5～１０月の実績のうち 

もっとも低い保育料は 8 月：15,000 円 
⇒軽減可能額 7,500 円×11 か月（３月まで見込） 

・年額 3,000＋82,500＝85,500 円 

5 月 16,000  
6 月 17,000  
7 月 16,000  
8 月 15,000  
9 月 16,000  
10 月 16,000  
11 月 16,000  実績報告（最も低い保育料が変わったときは減額） 

・４月：8,000 円 ⇒軽減可能額 3,000 円×1 か月 
・5～３月の実績のうち 

もっとも低い保育料は２月：14,000 円 
⇒軽減可能額 7,000 円×11 か月 

・年額 3,000＋77,000＝80,000 円 

12 月 16,000  
1 月 15,000  
2 月 14,000  
3 月 17,000  

  

 
例５： ４月～７月は週３日勤務で保育所を利用、８月以降は週４日勤務で利用 
    保育料１,000 円／日 

⇒ 年度途中で勤務日数が増えるなどして利用日数が変わり、保育料が大きく変わる

場合は、出勤日数の変更により利用契約を変更したと見なし、変更前・変更後を分

けて算出します。 
 

月 保育料(円) 備考   
4 月 12,000 週３日 

勤務 
 交付申請 

・４～７月の実績のうち、 
最も低い保育料は４・５月：12,000 円 

⇒軽減可能額 6,000 円×4 か月 
・８～１０月実績のうち、 
最も低い保育料は、８月：15,000 円 

⇒軽減可能額 7,500×8 か月（３月まで見込） 
・年額 24,000＋60,000＝84,000 円 

5 月 12,000  
6 月 13,000  
7 月 1３,000  
8 月 15,000 週４日 

勤務 
 

9 月 16,000  
10 月 16,000  
11 月 16,000  

実績報告（最も低い保育料が変わったときは減額） 
・４～７月の実績のうち、 
最も低い保育料は４・５月：12,000 円 

⇒軽減可能額 6,000 円×4 か月 
・８～３月実績のうち、 
最も低い保育料は、２月：14,000 円 

⇒軽減可能額 7,000×8 か月 
・年額 24,000＋56,000＝８0,000 円 

12 月 16,000  
1 月 15,000  
2 月 14,000  
3 月 17,000  
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２ 対象施設での事務手続き 
 
 ＜事務の流れ＞ 

 
  

内容 県 保育施設 保護者

募集案内

交付申請
（11/29必着）

（不備等が
ある場合）

交付決定
通知
（３月頃）

実績報告
（４/10必着）

支払
（５月中下旬）

事業の案内 事業の案内
→P7(1)

郵送 申請書記載・
添付書類用意

チラシ等

保護者申請書とりまとめ
→P7(2)

補助金交付申請書作成
提出 →P7(3) ,P8(4)

申請書等受領
内容の確認 提出

システムから
提出

補正指示の連絡
債権者登録提出依頼

補正・再提出
債権者登録書提出

受領
内容の確認

メール・システム等で提出

※途中入園者等がいる場合
交付申請書差し替え

→P9(５)

交付決定通知書の送付 受領

実績報告提出依頼 実績報告書作成
提出 →P9(７)

実績報告書受領
内容の確認 修正等

交付確定通知の送付
（減額の場合のみ） 受領

補助金支払 補助金受領

保育料軽減分
受領

メール送付

メール送付

システムから提出

メール送付

振込

保育料軽減の実施
→P9(６)

途中入園者がいる、保育料が
増額となった など、申請額が
増えるときは、必ず事前に電
話にてご連絡ください。（連絡
が無い場合は対応できませ
ん） 
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申請書などの様式は、お手数ですが兵庫県ホームページからダウンロードしてください。 
ひょうご保育料軽減事業（認可外の事業所内保育所、企業主導型保育事業） 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf11/hw10_000000071.html 
※各種ポータルサイトから「ひょうご保育料軽減事業」で検索すると該当ページが表示されます。 

 
対象施設のご担当者様に行っていただく事務は以下のとおりです。 
 
 (1) 保護者への事業案内 

対象者に対し、申請限に間に合うように施設へ必要書類を提出するよう案内をお願いし

ます。（案内漏れにより対象者への周知が遅れ、県への提出期限（令和６年 11 月 29 日(金)）

後に申請書等が提出されても受付できません。） 
すでに退園した子どもで、要件を満たしている場合は在園期間が対象になりますので、対

象施設から案内をお願いします。  
また、申請期限（11 月 29 日）以降に入園する子どもも対象になりますので、入園後に案

内をお願いします（対象となる場合は、Ｐ9 の(5)へ）。 
    
 (2) 保護者申請書のとりまとめ ［記入例 P19～24］ 

保護者から提出された申請書と添付書類について、誤りがないか、不足がないかご確認

ください。 
その後、保護者申請書の裏面にある「保育施設担当者記入欄」に月額保育料などの記入

をお願いします。 
 
 (３) 補助金交付申請書の作成  

下記のとおりエクセル様式の各シートに必要事項を記入し、作成してください。 
※入力を簡略化するため、交付申請書と実績報告書の様式を一つのファイルにまとめて

います。交付申請では、下記①～⑨のシートに記入ください。 

   ① 基本情報シート ［記入例 P26］ 
保育所の名称や住所、施設設置者の情報など、申請にあたっての必要事項を全て入力

してください。 

   ② (A-3)補助金交付申請書（様式第１号） ［記入例 P27］ 
 提出する日付を記入してください。その他の項目は、基本情報シート等から転記されま

すので、記載不要です。また、代表者印の押印も不要です。 

   ③ (A-3)別記収支予算書 ［記入例 P28］ 
 別紙 2-2 から自動転記されますので、記入作業は不要です。 

   ④ (A-4)補助金所要額一覧表（別紙 2-2） ［記入例 P29］ 
 別紙 3-4、3-5、3-6 から自動転記されますので、記入作業は不要です。 
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   ⑤ (A-4)補助金所要額明細書（別紙 3-4、3-5、3-6） ［記入例 P30］ 
・ 保護者申請書をもとに記入してください。 
・ 第３子以降の子どもは「別紙 3-4」に、第２子の子どもは「別紙 3-5」に、第１子の子ども

は「別紙 3-6」に、それぞれ記載をお願いします。 
・ 途中入園などにより、保育料が通常の月と異なる月がある場合などは、１人の子どもを

複数行に分けて記載してください。 
・ 人数・金額の合計は自動計算するよう設定していますが、入力後、誤りがないかご確

認をお願いします。 

   ⑥ (A-5-2)補助金請求書添付書類 ［記入例 P31］ 
県からの補助金の振込を希望する口座の情報を記載ください。 
また、通帳の写しなど、金融機関や口座番号、名義が確認できる書類のコピーを貼り付

けてください（別紙のＰＤＦでも可）。 

⑦ (A-5-3)委任状 ［記入例 P32］ 
申請者（保育施設設置者）と補助金振込先の口座名義が異なる場合に、作成をお願い

します。なお、この書類は申請者（保育施設設置者）の代表者印を押し、別途郵送にてご

提出ください。 
＜申請者と口座名義が異なる場合の例＞ 
 例１） 申請者： 株式会社○○ 、 口座名義： ××保育園 
 例２） 申請者： 株式会社○○ 、 口座名義： 株式会社○○ ××保育園 

⑧ (A-6)誓約書 ［記入例 P33］ 
基本情報シート等から転記されますので、記載不要です。また、代表者印の押印も不

要です。 

⑨ 債権者登録書 ［記入例 P34］ 
過去２年以内に、県からの振込を受けた口座以外の口座で補助金の受取を希望され

る場合に、提出が必要です。 
住所や氏名（団体名）等は基本情報シート等から転記されますので、フリガナ、経理担

当者氏名等を記入ください。提出時は、登録する債権者の本人確認書類（法人等の場合

は登記事項証明書等）のコピーを併せて送付ください。本人確認書類を添付しない場合

は、代表者印を押印し、原本を郵送にてご提出ください。 
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 (4) 補助金交付申請書等の提出  提出期限：令和６年１１月 29 日(金)必着 
「兵庫県電子申請共同運営システム（ｅ-ひょうご）」から、必要項目を入力し、次のファイル

を添付して申請してください。郵送やメールでの申請は受け付けません。 

＜兵庫県電子申請共同運営システム（ｅ-ひょうご）＞ 
ＵＲＬ：https://www.e-hyogo.elg-front.jp/hyogo/uketsuke/form.do?id=1665126245644 

※県ホームページの「ひょうご保育料軽減事業（認可外事業所内保育所、企業主導型保

育事業）」のページからもアクセスできます。 
※提出にあたっての操作方法は、別紙「申請書等の提出方法（兵庫県電子申請共同運

営システム（e-ひょうご））」をご確認ください。 

＜添付ファイル＞ 
・(3)で作成した補助金交付申請書（エクセルファイル） 
  ※ファイル名を「保育料軽減事業交付申請【施設名】」としてください。 
・(2)でとりまとめた保護者申請書・添付書類をＰＤＦにしたもの 
  ※ファイル名を「保育料軽減事業交付申請【施設名】」としてください。 
  ※保護者申請書の裏面も必ず添付してください。また、保護者申請書・添付書類はひ

とつのファイルにまとめてください（子どもごとに分ける必要はありません） 
  ※ファイルのサイズが大きくならないようＰＤＦは白黒にし、解像度を下げてください。 

＜委任状の提出方法＞ 
申請者（保育施設設置者）の代表者印を押した様式を、下記宛先に郵送にてご提出く

ださい。 
〒６５０－８５６７ 神戸市中央区下山手通５－１０－１ 
兵庫県福祉部 こども政策課 こども企画班 

＜注意事項＞ 
・ 11 月下旬に入園を予定している などの事情により、申請書の提出が間に合わない対

象子どもがいる場合は、必ず提出期限までにご相談ください。 
・ 期限までに申請書の提出や連絡が無い場合は、「申請なし」として取り扱います。 
・ 県で申請書受領後、順次、内容の確認を行い、書類の不備や修正等ある場合にご担

当者様へメール・電話等で連絡します。 
 
 (5) 申請期限後に途中入園者がある場合 

申請期限後（12 月以降）の入園者が対象となる、月額保育料が変更となり、軽減可能額

が増額する など、当初の交付申請額から増額する場合は、判明した時点で、必ず兵庫県こ

ども政策課へ電話にてご連絡ください。連絡が無い場合や、実績報告によって連絡いただ

いた場合は、補助の対象にできません。 
また、補助金交付申請書提出後に、対象子どもが退園する、保育料月額が下がる など、

交付申請額から減額となる場合は、実績報告でその分を減額して報告してください（県への

事前連絡は不要です）。 
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 (６) 保護者への保育料軽減の実施 

保護者にお知らせした上で、次のどちらかの方法により保育料の軽減を行ってください。 
※ 保護者から還付の時期等について、県こども政策課への問合せが非常に多いため、

案内や申請書受付の際などに周知をお願いします。 
   ア 保護者から徴収する月々の保育料から、軽減額分を減額する 
   イ 年度末等に軽減額分をまとめて保護者に還付する 
   
 (７) 実績報告書の作成、提出  

交付決定を行う保育所設置者に対し、３月中旬頃に実績報告の提出について依頼します。

詳細は提出依頼の際にお知らせしますので、交付申請に使用したエクセルファイルの各様

式に必要事項を記載し、期限（令和７年４月 10 日(木)必着）までに提出をお願いします。 
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３ 市町民税所得割額の確認方法 
 
 （１） 市町民税所得割額とは 
    住民税の一部です。所得税ではありません。 

       
 

 （２） 税額控除について 
本事業の対象判定にあたり、市民税（町民税）所得割額は、住宅借入金等特別控除（住

宅ローン控除）、寄附金税額控除（ふるさと納税寄附金の控除）などの税額控除を受けてい

る場合は、これらの控除を適用する前の所得割額（市民税（町民税）所得割額＋税額控除

額（調整控除、定額減税は除く）により算出した額）を用います。 
   ＜適用しない税額控除＞ 

住宅借入金当特別控除、寄附金税額控除、配当控除・株式等譲渡所得割、外国税額控除 
   ＜適用する税額控除＞ 
     調整控除、定額減税 
 
 （３） 神戸市など政令指定都市の税率について 

神戸市などの政令指定都市では、市民税・県民税の税率が他の市町と異なります。 
・ 他の市町（旧税率）   ： 市町民税６％、 県民税４％ 
・ 政令指定都市（新税率）： 市民税  ８％、 県民税２％ 

本事業の対象判定には、旧税率で算出した所得割額を使用しますので、神戸市が発行し

た「市民税・県民税特別徴収税額の決定・変更通知書」、「市民税・県民税納税通知書」に記

載された（所得割額＋税額控除額）×６／８により、政令市以外の市町と同じ税率の所得割

額を算出し、判定に用います。 
 
 （４） 添付書類の留意事項 

次ページ以降に様式例と確認フローを記載していますのでご参照ください。 

所得にかかる
税金

所得税

住民税

県民税

市民税
町民税

均等割額

所得割額

その年の所得に対して課税されます。
税額は源泉徴収票、確定申告書 で確認できます

前の年の所得に対して課税されます。
（R5.1～12月の所得に応じてR６年度の税額が決定）
税額は
・市(町)民税・県民税 特別徴収税額の決定・変更通知書
・市町民税・県民税納税通知書（課税明細書）
・市(町)民税・住民税課税証明書
により確認できます。
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令和○年度　市民税・県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書(納税義務者用）　
給 与 収 入

給 与 所 得
そ の他 の所 得計

総所得金額①

雑 損 *****

医 療 費 *****

社会保 険料 ******
小 規模 企業 共済 ******

生命保 険料 *****

地震保 険料 *****

1 2
調整控除 市 県

寄附金税額控除 市 県

住宅借入金等特別控除 市 県

定額減税控除済額 40000円、 控除外額       0円

3000円 2000円

18000円 12000円
6000円

山 林 所 得

株式 等の 譲渡

先 物 取 引

 

歳

未

満

老

　

配

（摘要）

総 所 得 ③ *******

分離 短期 譲渡

分離 長期 譲渡

不

　

動

利

　

子

配

　

当

******
******* 税額控除額⑤

税額控除前所得割額④

（単位：円）

所
得

******* 主 た る 給与

以 外 の 合算

所 得 区 分

営

業

等

農

　

業 30000

税
　
　
　
　
　
　
額

特

　

障

9000円

税額控除額⑤

他

　

障

給

　

与

雑

譲

渡

･

一

時 課
税
標
準

同

　

老

均 等 割 額 ⑦

特

　

定

老

　

人

66000
******

税額控除前所 ******

同

　

障

******* 所 得 割 額 ⑥

市
民
税

そ

の

他

本人該当区分

障 ・ 寡 ・ 勤
県
民
税

配 偶 者 ******
扶養親族該当区分

他

　

障

控

　

配
******

所
得
控

除

******

所 得 割 額 ⑥ ******
配偶者 特別

所 得控 除合 計② ******* 既 充 当 額 ⑩

基 礎 ****** 控除不足額⑨

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

扶 養
未

成

年

者

特

　

障

月

既 納 付 額 ⑪
差引納付額（⑧ｰ⑪ｰ⑨.⑩）

変更前税額⑫

変   更   月
増減額（⑧ｰ⑫）

年税額（特別徴収税額）⑧寡

　

婦

繰

越

損

失

均 等 割 額 ⑦ ******

「市(町)民税」の欄の「所得割額⑥」(★印)の金額が
A：１円以上（ 円） B：０円

「市(町)民税」の欄の「均等割額⑦」の金額が
A：１円以上 B：０円

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）
寄附金税額控除（ふるさと納税の寄附控除）
などの税額控除を

A：受けていない B：受けている
（税額控除額０円）

「摘要」欄に控除額の市(町)・県別の内訳が（例：☆印）
A：記載されている →市(町)の金額（ 円☆）
B：記載されていない

※「調整控除」の額、県民税の控除額、定額減税控除額は☆に含めない

非課税です

通知書を発行した市町の税担当職員に控除額を
聞き取って、申立書に記載してください。
（金額： 円☆）※「調整控除」の額は☆に含めない

市(町)民税所得割額★＋税額控除額☆

＝（ 円）

☆

（市民税所得割額★＋税額控除額☆）

×６／８＝（ 円）

通知書の発行は
A：神戸市以外 B：神戸市

（政令指定都市市外） （政令指定都市）

A：

B：

配偶者控除◆の欄に
A:「有」「＊」の印がある B：空欄

(配偶者特別控除は「Ｂ」へ)

配偶者の「市町民税所得割額がわかる書類」
を用意し、同様に所得割額を算出してください

「市(町)民税所得割額が分かる書類」は
１人分でOKです（配偶者の所得割額は０円）

（様式例）※様式は、市町によって異なります

確認スタート ⇒

4～8月利用分は令和5年度、
9～3月利用分は令和6年度の住民税で
確認してください

★

◆

「調整控除」や県民税の控除額、
定額減税控除額は
税額控除額に含めません

の 所得割額の確認方法

（サラリーマンや公務員などの給与所得者の方）

市民税・県民税 特別徴収税額決定・変更通知書
町民税・県民税 特別徴収税額決定・変更通知書

「申立書」の様式・記入例はP21
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市民税・県民税　課税明細書【２】 年度 区 組合番号

●税額控除額Ⓔの内訳 ●減免について
区　分 市民税（円）

調 整 3,000 コード
定額減税控除済額　　　　　40000円 配 当 31

●税額の内訳 控除外額　　　　　　　　　　　0円 住 宅 借入 金等 18,000
課税標準 市民税（円） 県民税（円） 寄 附 金 9,000 60　61

総所得 ****** ****** ****** 外 国 税 額 63　64
分離短期譲渡 配 当 割株 譲割

分離長期譲渡 所 得 割 調 整

山林所得 合 計 Ⓔ 30,000
株式等の譲渡
先物取引

備　考

66,000 44,000

●税額の計算方法

税 額 控 除 後 所 得 割 額 Ⓕ （ Ⓓ － Ⓔ ）

県民税（円）

20,000

課
税
標
準
額
Ⓒ

内　　　　訳　　（千円）

※課税標準額Ⓒに係る市民税・県民税額は、税額控除後所得割額（Ⓕ）の内訳を表示しています。

年　　　税　　　額　　　（円）

2,000

12,000

6,000

41 53

通知番号

所得割が非課税になっています。

説明

（様式例）※様式は、市町によって異なります

市民税・県民税　課税明細書【１】 年度 区 組合番号

●人的控除の内訳

所得金額 所得金額 所得控除区分 市民税(円) 内訳

特別障害

他

一般
特別

老人
他 ＊

同居老親

老人
特定
他

同居特障

特別障害

他

区分
基礎

本人
障害

寡婦

寡夫
勤労学生

扶養
障害

控除対象外

配偶者

扶養

所得区分

分
離
課
税
所
得
金
額
の
内
訳

通知番号

所得区分

総
所
得
金
額
の
内
訳

小計

16歳未満の扶養親族数　２人

●所得金額○Ａ の内訳 ●所得金額○Ｂ の内訳 ●課税標準額○Ｃ  
（○Ａ －○Ｂ ） 

★

☆

◆

の 所得割額の確認方法

（自営業の方、給与所得者で住民税が給与天引きされていない方）

市民税・県民税 納税通知書（課税明細書）
町民税・県民税 納税通知書（課税明細書）

「調整控除」や県民税の控除額、
定額減税控除額は
税額控除額に含めません
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「市(町)民税」の「所得割額※」欄（★印）の金額が
※「所得割総所得」と「所得割額」の

両方が記載されている場合は、「所得割額」の金額

A：１円以上（ 円） B：０円

「市(町)民税」の「均等割額」欄の金額が
A：１円以上 B：０円

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）
寄附金税額控除（ふるさと納税の寄附控除）
などの税額控除を

A：受けていない B：受けている
（税額控除額０円）

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）
寄附金税額控除（ふるさと納税の寄附控除）
などの市(町)民税の税額控除額（☆印）は
（ 円☆）
※「調整控除」の額、県民税の控除額、定額減税控除額は☆に含めない

A：

B：

市(町)民税所得割額★＋税額控除額☆

＝（ 円）

配偶者の「市(町)民税所得割額がわかる書類」
を用意し、同様に所得割額を算出してください

「市(町)民税所得割額が分かる書類」は
１人分でOKです（配偶者の所得割額は０円）

の 所得割額の確認方法

（自営業の方、給与所得者で住民税が給与天引きされていない方）

市民税・県民税 納税通知書（課税明細書）
町民税・県民税 納税通知書（課税明細書）

確認スタート ⇒

4～8月利用分は令和5年度、
9～3月利用分は令和6年度の住民税で
確認してください

非課税です

通知書の発行は
A：神戸市以外 B：神戸市

（政令指定都市市外） （政令指定都市）

（市民税所得割額★＋税額控除額☆）

×６／８＝（ 円）

配偶者控除◆の欄に
A:「有」「＊」の印がある B：空欄

(配偶者特別控除は「Ｂ」へ)
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（住　所）
（氏　名）

令和○年度（令和◇年分所得）

\******

所得割 ¥88,000

均等割 \******

雑損控除 \****** 減免額 \******

医療費控除 \****** 計 \******

社会保険料控除 \****** 所得割 \******

小規模共済控除 \****** 均等割 \******

生命保険料控除 \****** 減免額 \******

地震保険料控除 \****** 　　２　　人 （控除対象外） 計 \******

配偶者特別控除

※指定都市以外の標準税率による市民税額

¥66,000

¥0

（備考） （調整控除） ¥1,500

（住宅控除） ¥9,000

（寄附金控除） ¥18,000

（その他）
定額減税控除済額　\40,000円、控除外額　　　　　　　　\0円

税額控除後所得割（減免前）

減免額

税
額
控

除

寡・学控除

扶養障害者控除
特障　　人　他障　　人
（内同特　　人）

本人障害者控除

基礎控除

県
民

税

老人扶養　　人

以下余白
（内同老　　人）

年少扶養親族

市
民

税給与収入 \*******

配偶者

扶養控除

配偶者　　　有

\******

一般扶養　　人

給与所得 \*******
特定扶養　　人

市　民　税　・　県　民　税　（　所　得　・　課　税　）　証　明　書

（生年月日） 年　　月　　日

総所得金額 \******* 課税総所得金額 \******* 所　得　控　除　額　合　計 \*******
年　税　額

課税証明書（神戸市など政令指定都市） の 所得割額の確認方法
（通知書等が手元にない方）

「※指定と市以外の標準税率による市民税額」の
「税控除後所得割（減免前）」の欄（★印）の金額が

A：１円以上（ 円） B：０円

「市民税」の「均等割」の欄の金額が
A：１円以上 B：０円

控除額の欄（☆印）に記載されている金額の合計

（ 円☆）
※「調整控除」の額、県民税の控除額、定額減税控除額は☆に含めない

A：

B：

配偶者の「市(町)民税所得割額がわかる書類」
を用意し、同様に所得割額を算出してください

「市(町)民税所得割額が分かる書類」は
１人分でOKです（配偶者の所得割額は０円）

すでに他の市町と同じ税率で
所得割額が記載されていますので

この額に×６／８をする必要はありません

◆

★

☆

（市民税所得割額★＋税額控除額☆）

＝（ 円）

配偶者控除◆の欄に
A:「有」の印がある
B：空欄 （配偶者特別控除は「Ｂ」へ）

「調整控除」は
税額控除額に含めません

（様式例）※様式は、市によって異なります

確認スタート ⇒

4～8月利用分は令和5年度、
9～3月利用分は令和6年度の住民税で
確認してください

「※指定都市以外の標準税率による市民税額」の
「税控除後所得割（減免前）」の欄（★印）の金額が

A：１円以上（ 円） B：０円

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）
寄附金税額控除（ふるさと納税の寄附控除）
などの税額控除を

A：受けていない B：受けている
（税額控除額０円）

非課税です
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住　所
氏　名

令和◇年1月1日から　令和◇年12月31日までの所得等の状況です。

金　　　額　　（円）

￥＊＊＊＊＊＊

￥＊＊＊＊

所 得 割 ¥66,000
均 等 割 ¥3,500
所 得 割 ¥44,000
均 等 割 ¥2,300 ¥3,000

調整控除（県） ¥2,000

寄附金税額控除（市） ¥27,000

¥18,000
￥＊＊＊＊＊＊

＊　＊　＊

寄附金税額控除（県）

本人関係事項

＊　＊　＊

＊　＊　＊

市　民　税　・　県　民　税　課　税　額　証　明　書

令和○年度
納　税
義務者

○○市○○町３－３

兵庫　太郎

賦課期日（1月1日）住所 ○○市○○町３－３

１　人
種　　　　　類 金　　　額　　（円） 種　　　類

給　与　所　得 ￥＊＊＊＊＊＊＊＊
（　　　￥＊＊＊＊＊＊＊＊）

有
　生命保険料控除

　＊＊以下余白＊＊

＊　＊　＊課　税　標　準　額　内　訳

所　　　得　　　内　　　訳 所得控除内訳

扶
養
関
係
事
項

控除対象配偶者
及び扶養親族数

　社会保険料控除

（給与収入金額）

年金にかかる雑所得 ¥0 　＊＊以下余白＊＊

一般扶養数 0　人（公的年金等収入）

特定扶養数 0　人
（同居老人）
老人扶養数

（0）
0　人

**　人
**　人

内
　
　
訳

控除対象配偶者
　　　　　（有・無）

￥＊＊＊＊＊＊＊

（　　　　　　　　　　　　　　￥0）

（備考）

16歳未満　２人

調整控除（市）

　＊＊以下余白＊＊

年　税　額

種　　　　　類 金　　　額　　（円）

課　税　総　所　得　金　額
市 民 税

県民税

課税証明書（神戸市など政令指定都市以外） の 所得割額の確認方法
（通知書等が手元にない方）

「市(町)民税」の「所得割額※」欄（★印）の金額が
A：１円以上（ 円） B：０円

※「税額控除前所得割額」と「(控除後)所得割額」の両方が記載されて
いる場合は、 「(控除後)所得割額」

「市(町)民税」の「均等割額」の欄の金額が
A：１円以上 B：０円

住宅借入金等特別控除（住宅ローン控除）
寄附金税額控除（ふるさと納税の寄附控除）
などの税額控除を

A：受けていない B：受けている
（税額控除額０円）

控除額の内訳欄 または 備考欄（例：☆印）に控除額の内訳が
A：記載されている →市(町) の金額（ 円☆）
B：記載されていない

※「調整控除」の額、県民税の控除額、定額減税控除額は☆に含めない

証明書を発行した市町の税担当職員に控除額を
聞き取って、申立書に記載してください。
（金額： 円☆）
※「調整控除」の額は☆に含めない

A：

B：

（様式例）※様式は、市町によって異なります

★

☆

◆

「調整控除」や県民税の控除額、
定額減税控除額は
税額控除額に含めません

確認スタート ⇒

4～8月利用分は令和5年度、
9～3月利用分は令和6年度の住民税で
確認してください

非課税です

市(町)民税所得割額★＋税額控除額☆

＝（ 円）

配偶者控除◆の欄に
A:「有」の印がある
B：空欄 （配偶者特別控除は「Ｂ」へ） 配偶者の「市(町)民税所得割額がわかる書類」

を用意し、同様に所得割額を算出してください

「市(町)民税所得割額が分かる書類」は
１人分でOKです（配偶者の所得割額は０円）

「申立書」の様式・記入例はP21
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 （5） 市民税（町民税）所得割額が確認できる書類（添付書類）の留意事項 
 

○ 専従者給与（控除）について 
      自営業の場合、配偶者の給与を必要経費としてみなす「専従者給与」及び「専従者控除」

制度があります。しかし、専従者給与または専従者控除の適用を受ける配偶者は、配偶

者控除を受けることが出来ないため、「市民税(町民税)・県民税 納税通知書」などの控除

対象配偶者欄に「有」「＊」などの印が付きません。そのため、専従者給与または専従者控

除の適用を受ける配偶者の課税状況を確認するために、以下のいずれかの書類が必要

です。 

ア 専従者給・専従者控除の額が１００万円以下で、配偶者にほかの収入がない場合 
  → 確定申告書の控除額が記載されたページのコピー（令和４年、令和５年） 

イ 専従者給・専従者控除の額が１００万円超の場合 
配偶者にほかの収入がない場合 

  → 配偶者の課税証明書のコピー 
   

○ 添付書類の年度 
      本事業の対象は、認可保育所等の利用負担額の決定と同様に 

      令和６年４月～令和６年８月利用分 ： 令和５年度市町民税所得割額 
      令和６年９月～令和７年３月利用分 ： 令和６年度市町民税所得割額 で判定します。 

      そのため、申請に当たっては、令和５年度と令和６年度の２か年分の書類の提出をお願

いします。なお、昨年度も申請した対象者は、施設で保存している昨年度申請時の添付

書類の写しを提出いただいて構いません。 
 

○ 通知書等を紛失した場合の取り扱い 
      源泉徴収票や確定申告書の写し、住民税の領収書では、市民税（町民税）所得割額の

記載がないため、添付書類として提出できません。通知書を紛失された方は、課税証明

書を添付してください。 
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４ 対象確認フロー 
 
  

令和６年度ひょうご保育料軽減事業（認可外事業所内保育所）
対象者確認フロー

子どもの住所は兵庫県内にある
A：はい B：いいえ

対象施設（県内にある認可外の事業所内保育施設、
企業主導型保育事業）をR6.4～R7.3の間に

A：利用している（いた） B：利用していない
※一時預かりなど定期的ではない利用や、 認可保育所等と併用して
いる場合はBへ

対象施設を利用している子どもの生年月日は、
令和３(2021)年４月２日以降だ

A：はい B：いいえ

A：

B：

兵庫県外に住んでいる子どもは対象外です

対象外です
※認可保育所等を併用している子どもは 認可保育所等

利用分が対象になります。（申請方法等は、市町の保育
担当課へお問い合わせください）

３歳児クラス以上の子どもは対象外です

対象者です。
申請書などの必要書類を、利用している施設に提出してください

令和５年度の住民税は
A：課税されている B：課税されていない

（所得割額・均等割額とも0円）

保護者の市民税または町民税所得割額の合計
対象施設利用子どもが第１子 ： 57,700円

〃 第２子以降：155,500円
A：未満 B：以上

利用している施設は、
令和6年10月以降は無償化の対象ではない

A：はい B：いいえ
（企業主導型保育事業はBへ）

令和6年4月～令和6年8月の利用分は
幼児教育・保育無償化の対象になるため
対象外です。

令和６年度の住民税は
A：課税されている B：課税されていない

（所得割額・均等割額とも0円）

令和6年9月～令和7年3月の利用分は
幼児教育・保育無償化の対象になるため
対象外です。

令和6年9月～令和7年3月も利用している場合

ひとり親世帯・在宅障害児(者)のいる世帯に
A：該当する B：該当しない

毎月の保育料は
A：5,000円以上 B：5,000円未満

保護者の市民税または町民税所得割額の合計
対象施設利用子どもが第１子 ： 77,101円

〃 第２子以降：169,900円
A：未満 B：以上

令和５年度所得制限超え
→令和6年4月～8月利用分 対象外
令和６年度所得制限超え
→令和6年9月～令和7年3月利用分 対象外
となります
※令和５年度・令和６年度とも所得制限を超えている
場合は申請できません

対象外です
※途中入園した月の保育料が日割り計算で5,000円未満

になる場合などは、その月のみ対象外

令和6年4月～令和6年8月に利用していて
令和５年度の住民税が課税されている場合
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５ 申請書等記入例 
 
 
  

記入例（保護者） 
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記入例（保護者） 
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記入例（保護者） ※通知書等に控除額の内訳が記載されていない場合に提出 
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記入例（保護者） 
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記入例（保育施設担当者） 
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記入例（保育施設担当者） 
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    ＜保護者申請書・添付書類のチェックポイント＞ 
 

申請書 

□ 対象子どもの入園年月日、退園（予定）年月日に誤りはないか。 

□ 保護者の市民税（町民税）所得割額、税額控除額の記載に誤りはないか。 

□ 税額控除額に、「調整控除」や県民税の控除額が含まれていないか。 

□ 世帯合計の市民税（町民税）所得割額は、本事業の対象の範囲内か。 
   対象外となる期間を補助対象に含めていないか。 

 
住民票のコピーまたは健康保険証のコピー 

□ 世帯全員分が揃っているか。 
 
市民税（町民税）所得割額が分かる書類 

□ 令和５年度と令和６年度の２か年分が揃っているか。 
   （８月分までの申請は令和５年度のみ、９月分以降の申請は令和６年度のみで可） 

□ 書類のコピーは氏名等も入っているか。 

□ 配偶者控除等を受けていない世帯は、２人分の書類が添付されているか。 

□ 税額控除を受けているのに、通知書等で控除額の内訳が確認できない場合は、

「税額控除に関する申立書」が添付されているか。 
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補助金交付申請書 ①基本情報シート 
 
 
 
  

記入例 
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② (A-3)補助金交付申請書（様式第１号） 
 
 
 
  

記入例 
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③ (A-3)別記収支予算書 
 
 
 
  

記入例 
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④ (A-4)補助金所要額一覧表(別紙 2-2) 
 

 
  

記入例 
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⑤ (A-4)補助金所要額明細書（別紙 3-4、3-5、3-6） 
 
 
  

記入例 
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⑥ (A-5-2)補助金請求書添付書類 
 
 
 

記入例 
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⑦ (A-5-3)委任状 
 
 
  

記入例 
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⑧ (A-6)誓約書 
 
 
  

記入例 
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⑨ 債権者登録書   

記入例 

過去２年以内に県からの支払を受けた口座以外で 

補助金の受取を希望される場合に提出が必要です。 
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６ 申請書提出チェック表 
  ※提出前の確認にお使いください。県へ提出いただく必要はありません。 

チェック 内容 

保護者申請書・添付書類 

 子どもの年齢、出生順位、入園日・退園日に誤りはないか 

 市民税または町民税の所得割額、税額控除額の算出方法は正しいか 

 申請者は要件を満たしているか 

 裏面の保育施設担当者記入欄はすべて記載されているか 

 保育料軽減可能額の 100 円未満の端数は切り捨てているか 

 添付書類に漏れはないか 
（住民票 or 保険証、市民税(町民税)所得割額確認書類（R５・R６）等） 

 市民税（町民税）所得割額確認書類のコピーは氏名等も含まれているか 

 ・ 保護者の記載に誤りがあり、施設担当者が修正した場合 
・ 施設担当者が確認した結果、補助対象外となる期間があった場合 
などに修正箇所を申請者（保護者）に伝えたか 

補助金交付申請書（保育施設作成書類） 

 今年度の様式を使用しているか（R5 以前の様式は使用できません） 

 必要事項をすべて入力したか 

 ※委任状を提出する場合 
 代表者印を押したものを別途郵送しているか 

兵庫県電子申請共同運営システム（e-ひょうご）入力画面 

 必要項目をすべて入力しているか 

 「担当者 メールアドレス」に誤りは無いか 
※アドレスに誤りがあると、通知メール等が届きません。 

 補助金交付申請書は、エクセル様式を添付しているか（PDF 等不可） 

 保護者申請書は、両面（表・裏）とも添付しているか 
添付書類の文字は読み取れるか 
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7 よくある質問 

№ Q A 
１ 保護者への保育料軽減はどの

ようにすればよいのですか。 
①月々の保育料から軽減分を減額 
②年度末にまとめて還付 
のどちらかの方法で行ってください。 

２ 補助金はいつ支払われますか。 翌年４月に実績報告を県へ提出いただいた後、補
助金額を確定し、５月に指定の口座へ振り込みま
す。 

３ 提出期限（11 月末）後に入園予
定の方がいます。申請はどうす
ればいいですか。 

11 月末までの在園者の申請をとりまとめて、提出
期限までに申請書を提出してください。 
その後、途中入園者が入園した後に対象者か確認
いただき、対象となる場合は、県に連絡した上で、
追加書類や、交付申請書の差し替えをご提出くだ
さい。 

４ 県への提出期限(11 月末)後に
保護者から申請書が提出され
ました。 

申し訳ありませんが、１２月以降の途中入園者以外
は、期限後の受付はできません。 

５ 市(町)にも同様の補助制度が
あるようです。両方に申請でき
ますか。 

申請できます。なお、二重給付にならないよう県と
市町で調整します。 

６ 昨年度の分も申請できますか。 
 

申し訳ありませんが、今年度の対象期間（R6.4～

R7.3）外の利用分は申請できません。 

 
 
 
８ 問い合わせ先 
  兵庫県福祉部こども政策課 こども企画班 

＜受付時間>平日９:00～12:00、13:00～17:00 

電話 ０７８－３４１－７７１１（代表） 内線２８７０ 

お問い合わせフォームからも受け付けています 

（https://forms.office.com/r/1wKVX3MC7r） 

 
９ 申請書等ダウンロード 
  ひょうご保育料軽減事業（認可外の事業所内保育所、企業主導型保育事業） 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf11/hw10_000000071.html 

※各種ポータルサイトから「ひょうご保育料軽減事業」で検索すると該当ページが表示されます。 
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